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複数の渓流からなる広域山地流域における流木対策に関する研究 
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【要旨】 
本研究では、近年流木による被害が顕在化している広域山地流域を対象に、（1）流出流木量推定手法と（2）既

存砂防施設による流木捕捉機能向上手法の 2 点を検討した。平成 29 年 7 月九州北部豪雨により流木の生じた 2
広域山地流域の流木量調査と GIS 地形・水理解析から、流域面積や水深を用いて流出流木量を推定する手法を提

案した。また、砂防堰堤の掘削調査と水路実験から、透過型砂防堰堤では流木容積率、不透過型砂防堰堤では空

き容量が流木捕捉機能に大きく影響することを明らかにした。これにより、広域山地流域を流下する土砂・流木

の計画的な分離や、堆砂敷の除石を行うことで既存砂防施設の流木捕捉機能を向上させる手法を提案した。 
キーワード：流木、土石流、洪水流、砂防堰堤、水路実験 
 
 
1.  はじめに 
豪雨時に山地渓流を流下する多量の流木は、流路の

閉塞等により、土砂・洪水氾濫被害を拡大させる。こ

のような流木による被害を軽減するためには、計画基

準点までの流出流木量（以下「計画流出流木量」と記

す）を適切に推定した上で、計画流木流出量を捕捉す

るために十分な構造を有した砂防施設を整備する必要

がある。 
我が国ではこれまで、「砂防基本計画策定指針（土石

流・流木対策編）」1)（以下「土対針」と記す）に基づ

き、個別の土石流危険渓流を対象にした計画流出流木

量の設定、並びに対策施設の整備が進められてきた。

この中では、下流に保全対象を有する土石流危険渓流

を 1 単位として計画基準点を設定し、河床勾配が概ね

2º 以上の急勾配区間（以下「土石流区間」と記す）に

おける流木の発生・流下・堆積の特徴を踏まえた流木

対策が行われている。 
しかしながら、近年では土石流危険渓流以外の渓流

も含めた、複数の渓流からの同時多発的な流木流出や、

河床勾配が概ね 2º未満の緩勾配区間（以下「掃流区間」

と記す）における流路の閉塞被害が生じる例えば 2)など、

個別の土石流危険渓流を対象にした土対針の適用範囲

を越えた広域での流木被害が顕在化している。今後、

流木対策をより効果的に進めるためには、土石流危険

渓流以外の渓流も対象とし、土石流区間・掃流区間を

包含する広範囲（以下「広域山地流域」と記す）から

の流出流木量を適切に推定するための技術開発が求め

られている。 
加えて、砂防施設が既に設置されている広域山地流

域では、既存施設で水・土砂・流木の割合が変化する

ことにより流木の流下形態が変化し 3)、下流側の対策

施設による土砂・流木捕捉効果が影響を受ける可能性

がある。また、流木の捕捉効果が一定程度見込まれる

土石流区間の不透過型砂防堰堤から流木が流出した事

例がある 4)一方、流木捕捉を想定していない掃流区間

の不透過型砂防堰堤により、多量の流木が捕捉された

事例も報告されている 5)。広域山地流域内の既存施設

を有効利用しつつ、土砂と流木をより確実に捕捉する

ためには、砂防施設の縦断的な配置や構造の違いが土

砂や流木の捕捉効果に与える影響を明らかにする必要

がある。 
以上を踏まえて本研究では、（1）複数の渓流からな

る広域山地流域における流木の流出量推定手法の提案、

（2）複数の土砂・流木対策施設の効果的な配置と構造

の提案の 2 点を目的としている。目的（1）の達成に向

けては、平成 29 年 7 月九州北部豪雨により広域山地

流域で発生・堆積・流出した流木量を調査し、流域面

積や水深との関係を分析した。また、目的（2）の達成

に向けては、上流に不透過型砂防堰堤を有した透過型

砂防堰堤の掘削調査、並びに異なる構造の砂防堰堤模

型を用いた水路実験を行なった。 
 
2.  広域山地流域における流木流出実態 
平成 29 年 7 月九州北部豪雨では、筑後川右岸の複
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数の広域山地流域で、流木による橋梁の閉塞や、それ

に伴う土砂・洪水の氾濫被害が同時多発的に発生した
2)。本研究では、筑後川右岸に位置する広域山地流域の

うち、顕著な土砂移動が生じた 5)奈良ヶ谷川流域と妙

見川流域の 2 流域を対象に、流木の発生・堆積・流出

実態（流木収支）を詳細に分析した。 
2.1 奈良ヶ谷川・妙見川流域の概要 
本研究を行なった2広域山地流域の位置を図-1に示

す。奈良ヶ谷川流域と妙見川流域の流域面積はそれぞ

れ 2.25km2 と 2.54km2 であり、平均河床勾配はそれぞ

れ約 4º と約 6º である。また、これら 2 広域山地流域

は主にスギやヒノキから構成される針葉樹人工林に覆

われている。 

 
2.2 流木収支の算出方法 
本研究では、広域山地流域における流木流出の特徴

を把握するために、広域山地流域を構成する水系網を

急勾配（河床勾配：10〜30º程度）の支渓流と、複数の

支渓流が流入する比較的緩勾配（河床勾配：概ね 10º未
満）な主渓流に区分した上で（図-1）、それぞれの渓流

区分における流木収支を算出した。 
急勾配の支渓流では、式−(1)により主渓流との合流

点までの流出流木量を算出した。 
 

V流出 	= 	V発生	–	V堆積
(1) 

 
ここに、V 流出：支渓流からの流出流木量（m3）、V 発生：

支渓流内の発生流木量（m3）、V 堆積：支渓流内の堆積

流木量（m3）である。発生流木量 V 発生については、各

支渓流の谷出口よりも上流に分布する流木の発生箇所

を災害前後に得られた 1mDEMの差分解析から判読し、

現地での植生調査で得られた単位面積あたりの幹材積

を乗じて算出した。また、広域山地流域における流木

の発生機構を検討するために、流木発生箇所の地形に

基づいて流木の発生源を「崩壊」と「渓岸渓床侵食」

に分類した 6)。堆積流木量については、空中写真等で

流木の堆積範囲を判読した上で現地計測した。 
また、支渓流からの流木流出の特徴を把握するため

に、各支渓流における流木流出率を式−(2)により算出

した。 
 

α = 	
*
流出

*
発生

× 100 (2)  

 
ここに、α：支渓流からの流木流出率（%）である。こ

こで算出した流木流出率については、過去の流木災害

事例と比較するとともに、流木流出率と流域面積の関

係を分析した。 
 加えて、流木堆積箇所の特徴を分析するために、奈

良ヶ谷川流域では式−(3)〜(5)を用いて主渓流と支渓

流 50m区間ごとに縦断的な流木収支を算出した（図-

2）。 
 

V区入 	= 	 V上入 	+	V支入 	+	 01V崩発	–	V崩残2 +	V渓発	–	V渓残3 (3) 

 
V下出 	= 	V区入	–	V渓堆	 (4) 

 

β	 =	
V渓堆

V区入
× 100	 (5) 

 
ここに、V 区入：区間流入流木量（m3）、V 上入：上流区

間からの流入流木量（m3）、V 支入：支渓流からの流入

流木量（m3）、V 崩発：崩壊による発生流木量（m3）、V
崩残：崩壊に起因する残存木量（m3）、V 渓発：渓床渓岸

侵食による発生流木量（m3）、V 渓残：渓床渓岸侵食に

起因する残存木量（m3）、V 下出：下流区間への流出流

木量（m3）、V 渓堆：渓床堆積流木量（m3）、β：渓床流

木堆積率（%）である。本研究では、ここで算出した渓

床流木堆積率βと地形、水理量の関係を分析すること

により、広域山地流域における流木堆積箇所の特徴を

分析した。 

 

 
図-1 対象流域の位置図7) 

 

図-2 流木収支の模式図8) 



3 

2.3 結果と考察 
2.3.1 広域山地流域における流木の発生 
奈良ヶ谷川流域で流木の発生源を判読した結果、支

渓流と主渓流のいずれも、約 7割の流木が崩壊に起因

して発生したことが明らかになった（図-3）。また、奈

良ヶ谷川流域全体で見ると、主渓流から発生した流木

に比べ、支渓流から発生した流木の割合が高かった（図

-3）。加えて、本研究で調査を行なった 2 広域山地流域

の支渓流における単位面積当たりの発生流木量は

5,000〜20,000m3/km2であり 7)、これは主渓流に比べて

高い値を示していた 6)。これらのことから、広域山地

流域からの流木発生には、特に支渓流の崩壊が大きく

寄与するものと考えられる。 

 
そこで、本研究で算出した崩壊による単位面積あた

りの発生流木量（以下「比崩壊発生流木量」と記す）

について、過去の流木災害と併せて流域面積との関係

を検討した結果（図-4）、比崩壊発生流木量は流域面積

の増加に伴い低下する傾向が見られた 7)。本研究を行

なった広域山地流域では支渓流の崩壊が主な流木の発

生機構であったことも踏まえると、図-4は流域面積を

指標として、広域山地流域における発生流木量の大部

分を経験的に推定できる可能性を示唆している。 

 
2.3.2 広域山地流域における流木の堆積・流出 
 2 広域山地流域の支渓流を対象に、式−(2)から流木

流出率αを算出した結果、9割以上の支渓流では流木流

出率αが 80%を超えており 7)、支渓流で発生した流木の

大部分は支渓流内に留まることなく、主渓流まで流出

したことが示された（図-5）。また、支渓流の流木流出

率αについて、既往の流木災害と併せて流域面積との

関係を分析した結果、流木流出率は流域面積の増加に

伴って減少する傾向が見られた（図-5）。このことから、

図-4 で示した流域面積と比崩壊発生流木量の関係や、

図-5 で示した流域面積と流木流出率の関係等に基づ

き、支渓流から主渓流への流出流木量を経験的に推定

できると考えられる。 

 
 また、奈良ヶ谷川流域を対象に、式−(3)から 50m区
間ごとの流入流木量 V 区入を算出した結果（図-6）、主

渓流（緩勾配区間）では支渓流（急勾配区間）に比べ

 
図-3 発生源別の発生流木量と単位面積当たりの

発生流木量 6) 

 
図-4 流域面積と比崩壊発生流木量の関係7) 

 
図-5 流域面積と流木流出率の関係7) 
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て区間ごとの流入流木量が大きいことが示された 8)。

このことから、主渓流（緩勾配区間）における流木の

挙動（特に堆積箇所の特徴）を定量的に評価すること

により、合理的な対策施設を整備することが可能にな

ると考えられた。 

 
 そこで、主渓流 50m区間ごとの渓床堆積流木量（V
渓堆）や式−(5)で算出した渓床流木堆積率βについて、地

形量や水理量との関係を分析したところ 8)、式−(6)で
算出する無次元の流木径相対水深の増加に伴い、渓床

流木堆積率βが減少する傾向が見られた（図-7）。 
 

𝛾	 =
ℎ
𝑑	

(6) 

 
ここに、𝛾：流木径相対水深、ℎ：50m区間の推定最大

水深（m）、𝑑：平均流木直径（m）である。このことは、

流域内の植生調査から得られる樹木の直径や、想定さ

れる降雨強度から求められる水深に基づき、主渓流の

渓床に堆積する流木量を縦断的に推定できる可能性を

示唆している。 

 
2.4 まとめ 
本研究では、複数の渓流からなる広域山地流域にお

ける流木の流出量推定手法を提案するために、平成 29
年 7 月九州北部豪雨により多量の流木が発生・堆積・

流出した奈良ヶ谷川流域と妙見川流域の実態調査を行

なった。本研究から、広域山地流域で発生した流木の

うち、大部分は支渓流の崩壊に由来していたことが明

らかになり、支渓流の単位面積あたりの崩壊による発

生流木量（比崩壊発生流木量）は流域面積の増加とと

もに減少することが示された。また、支渓流から主渓

流への流木流出率は流域面積の増加と共に減少し、主

渓流 50m 区間ごとの渓床流木堆積率は流木径相対水

深の増加と共に減少することが示された。これらの関

係に基づいて、広域山地流域における流木の流出量を

経験的に推定することができると考えられる。今後は、

他の広域山地流域においても同様の分析を行い、本研

究で得られた結果の一般性を確認することが課題であ

る。 
 
3.  砂防堰堤による流木の捕捉に関する実態調査と水

路実験 
3.1 実態調査と水路実験の概要 
本研究では、砂防堰堤の効果的な配置や構造を提案

することを目的に、上流に不透過型砂防堰堤を有した

透過型砂防堰堤や、異なる構造の砂防堰堤模型におけ

る土砂・流木量について、複数の条件下で計測・比較

を行なった。 
まず、砂防施設の縦断的な配置が土砂や流木の捕捉

効果に与える影響を分析するために、2016 年台風 16
号時に土砂・流木を捕捉した鹿児島県平野川 2号堰堤

（鋼製スリット式透過型砂防堰堤；高さ 13m；長さ

52.2m；）の調査を行った。調査は鹿児島県による除石

工事に併せて実施し、カメラ画像解析により透過部・

堆砂地上部の土砂・流木量をそれぞれ計測するととも

に、除石工事の報告書データを元に捕捉土砂内部に含

まれる流木量についても計測した。これら土砂・流木

量については、堰堤上流に設けた仮想的なグリッド（図

-8）を用いて縦断・横断的な空間分布を分析するとと

もに、礫径や流木長と透過部材の純間隔（以下「部材

間隔」と記す）の比率が土砂・流木の捕捉に与える影

響を考察した。また、平野川 2号堰堤の上流約 110m に

設置された不透過型砂防堰堤（高さ 14.5m；長さ 48m）

の土砂・流木捕捉状況も踏まえて、異なる構造を有す

る砂防堰堤の効果的な配置についても考察した。 

 
図-6 区間流入流木量の分布8) 

 

 
図-7 流木径相対水深と渓床流木堆積率との関係8) 
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加えて、砂防施設の構造の違いが土砂や流木の捕捉

効果に与える影響を分析するために、本研究では透過

型砂防堰堤（図-9）と不透過型砂防堰堤（図-10）の模

型を用いた水路実験をそれぞれ行なった。両実験には、

土木研究所機械施工屋内施設砂防工学実験室に設置さ

れた長さ 5m、幅 0.2m の実験水路を用いた（図-11）。

両実験の水路勾配は 17º、堰堤模型の縮尺は 1/50 で統

一し、幾何学的・水理学的な諸量についてはフルード

相似則に基づいて設定した。透過型砂防堰堤の模型を

用いた実験（以下「実験 A」と記す）のケース一覧は

表-1、透過型砂防堰堤の模型を用いた実験（以下「実

験B」と記す）のケース一覧は表-2に示す通りであり、

再現性の確認のため各ケースは 3回ずつ実施した。両

実験共に砂防堰堤の効果量相当の土砂を予め水路内に

敷設した移動床で行い、直径 0.6cm、比重約 1.3g/cm3の

円柱流木模型を用いた。 
なお、実験 Aでは透過型砂防堰堤 6 基（鹿児島県三

本松川 2号堰堤、磯脇川 3号堰堤、境松崎川堰堤、第

一中浜川 3号堰堤、平野川 2号堰堤、平野川支川１号

堰堤）で平成 28 年台風 16号時に捕捉された流木長を

参考に、長さ 5cm と 10cm の模型を本数比率 1:1 で混

合した。一方、実験 B の流木長（7cm、14cm、18.2cm）

は実験に用いる不透過型砂防堰堤の模型の水通し幅

（14cm）を参考に設定した。 

 
図-8 仮想的なグリッドの設定方法9) 

 
図-9 実験に用いた透過型砂防堰堤の模型図 

 
図-10 実験に用いた不透過型砂防堰堤の模型図 
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3.2 結果と考察 
 平野川 2号堰堤により捕捉された 50cm 以上の大礫

径、並びに流木の空間分布（XY 平面）は図-12と図-

13に示す通りであった。なお、図中のグリッド番号の

1文字目は縦断方向（A〜I）、2文字目と 3文字目は横

断方向（右岸：R；左岸：L；中央：M）を示している。

大礫径については、約 9割が堆砂敷の中〜上流部に位

置しており、堰堤の直上部であるグリッド AM0 に堆

積していた大礫径は個数割合で 1.5%のみであった（図

-12）。一方、流木については堰堤の直上部であるグリッ

ド AM0 に本数割合 39.6%が集積しており（図-13）、堰

堤透過部は流木や枝葉により閉塞していることが確認

された。当該堰堤の部材間隔について水平方向、鉛直

方向（最下段以外）、鉛直方向（最下段）でそれぞれ計

測したところ 1.0m、1.3m、2.6m であり、礫径や流木長

との関係（図-14）から、平野川第 2号砂防堰堤の閉塞

には流木が寄与したことが強く示唆された 9)。また、

大礫径に比べて流木が堆砂敷の下流側に集中した主な

理由としては、上流側に設置された不透過型砂防堰堤

により大礫径が選択的に捕捉され、結果的に大礫径と

流木の到達時間に差が生じたことが考えられる 9)。 

 

 

 
 透過型砂防堰堤の模型を用いた実験 Aについて、流

木を供給しなかった 2ケース（表-1のケース 1 と 5）
を基準に、堰堤模型からの流出土砂量の低減率をケー

スごとに算出した。なお、流出土砂の低減率は以下の

式−(7)で定義する。 
 

𝛿 =
<1 − 𝑅?@A,CD

𝑅?@A
× 100 (7) 

 
図-11 実験水路の側面図 

表-1 実験Aのケース一覧 

ケース 最大粒径 流木容積率c（%） 

1 粒径1a 0 

2 〃 0.25 

3 〃 0.5 

4 〃 1.0 

5 粒径2b 0 

6 〃 0.25 

7 〃 0.5 

8 〃 1.0 

a最大礫径D95が部材間隔の約0.48倍；b最大礫径D95が部材間隔

の約0.25倍；c供給土砂量に対する流木模型の合計体積 

表-2 実験Bのケース一覧 

ケース 堆砂条件 流木長（cm） 

1 満砂 7.0 

2 〃 14.0 

3 〃 18.2 

4 未満砂 7.0 

5 〃 14.0 

6 〃 18.2 

 

 
図-12 平野川第 2 号砂防堰堤における 50cm 以上の

礫の堆積位置と径個数の割合9) 

 
図-13 平野川第2号砂防堰堤における流木の堆積位

置と本数の割合9) 

 

図-14 部材間隔と礫径・流木長との比率9) 
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ここに、𝛿：流出土砂の低減率（%）、𝑅?@A,C：流木を供

給したケースでの土砂流出率、𝑅?@A：流木容積率 0%の

ケースの土砂流出率である。 
 いずれの最大礫径を用いた場合も、流木容積率が高

くなるにつれて、流出土砂の低減率も高くなる傾向が

見られた（図-15）。特に、流木容積率が 0.5%以上の 4
ケース（表-1のケース 3、4、7、8）については、透過

部断面の 80〜100%が土砂や流木によって閉塞される

結果となり（図-16）、流木の流下量や流下形態が透過

型砂防堰堤の施設効果に与える影響が明らかになった。 

 

 
また、不透過型砂防堰堤の模型を用いた実験 B につ

いて、各ケースの供給流木に対する捕捉流木の本数割

合を図-17 に示す。これより、流木長が長くなるにつ

れて捕捉流木の割合も高くなること、及び満砂状態に

比べて未満砂状態での捕捉割合が高いことの 2 点が明

らかになった。また、これら不透過型砂防堰堤により

捕捉された流木のうち、部分的もしくは全体的に土砂

に埋没した流木の本数割合を図-18 に示す。図-17 並

びに図-18は、不透過型砂防堰堤が未満砂の状態では、

堆砂敷に到達した流木が土砂に埋設されることにより、

後続流による流下を免れやすくなることを示唆してい

る 10)。 

 

 
3.3 まとめ 
 本研究では、砂防堰堤の効果的な配置や構造を提案

することを目的に、実スケールの透過型砂防堰堤にお

ける流木の捕捉実態調査、並びに異なる構造を有する

堰堤模型を用いた水路実験を行なった。実態調査から

は、上流の不透過型砂防堰堤で大礫径が選択的に捕捉

されたことにより、下流に設置された透過型砂防堰堤

の閉塞に流木が寄与した可能性が示された。また、透

過型砂防堰堤の模型を用いた実験 Aでは、土砂に対す

る流木の割合が高くなるにつれて透過部断面の閉塞が

生じやすくなる傾向を確認した。加えて、不透過型砂

防堰堤の模型を用いた実験 B からは、除石管理等によ

り土砂の捕捉容量を維持することにより、堆砂敷にお

ける流木の埋没と捕捉が促進される傾向を確認した。

今後は、渓流の地形や想定される降雨強度等から、砂

防堰堤に到達する流木の流下形態を定量的に推定する

ことにより、流木の捕捉効果を最大化させる手法の開

発が課題である。 

 

図-15 流木容積率と流出土砂の低減率の関係 

 
図-16 実験終了後の透過部の閉塞状況（ケース8） 

 
図-17 堆砂条件及び流木長ごとの流木捕捉割合 

 
図-18 堆砂条件及び流木長ごとの埋没流木割合 



8 

4.  まとめ 
本研究では、複数の渓流からなる広域山地流域にお

ける流木の流出量推定手法を提案することを第 1 の目

的に、平成 29 年 7 月九州北部豪雨を事例に流木量の

調査並びに地形・水理解析を行なった。本研究からは

以下の 2 点が示された。 
1）本研究で調査を行った広域山地流域では急勾配な

支渓流の崩壊が流木の主要な発生機構であり（図-

3）、これら発生流木量の大部分は支渓流内に滞留

することなく、緩勾配の主渓流まで流出していた

（図-5）。 
2）支渓流における流域面積と単位面積あたりの崩壊

による発生流木量（比崩壊発生流木量）の関係（図

-4）、支渓流における流域面積と流木流出率の関係

（図-5）、主渓流における流木径相対水深と渓床流

木堆積率の関係（図-7）に基づき、広域山地流域か

らの流出流木量を経験的に推定できる可能性があ

る。 
加えて、本研究では複数の土砂・流木対策施設の効

果的な配置と構造を提案することを第 2 の目的とし、

実際の渓流や室内の実験水路において、砂防堰堤の土

砂・流木捕捉機構を分析した。本研究からは以下の 2
点が明らかになった。 
3）上流の不透過型砂防堰堤等により土石流中に含ま

れる土砂濃度を低下させる（流木容積率を増加さ

せる）ことにより、下流に設置された透過型砂防堰

堤における透過部断面の閉塞と、それに伴う土砂

の捕捉が促進される可能性がある。 
4）除石等により不透過型砂防堰堤の空き容量を確保

することにより、上流から流下した流木が堆砂敷

で土砂に埋没しやすくなり、結果として流木の流

出が抑制される可能性がある。 
今後は、平成 29 年 7 月九州北部豪雨以外の事例に

より広域山地流域で発生した流木についても分析を行

い、本研究で示された傾向の一般性を検証すると共に、

流木の流出量だけではなく流下形態の推定手法を確立

することが課題である。 
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